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要  旨   

介護支援専門員は介護保険制度の要と言われているが、その基礎資格は様々で教育  

課程も異なっている。前回は生野ら＊一によって居宅・施設サービス担当別の介護支援  

専門員の活動の現状と課題が明らかにされた。今回は介護支援専門員の活動を保健・  

医療職と福祉職の職種別に分け、教育背景についても比較、検討を行った。その結果、  

福祉職のうち、社会福祉士、介護福祉士、訪問介護貞（ホームヘルパー）を基礎資格  

とする教育や研修の課題が明らかになった。  

キ匝ワ匝ド：介護支援専門員、職種別、教育背景、ケアプラン、研修課題   

職に近い看護師、保健師、理学療法士から、  

福祉職に近い介護福祉士、社会福祉士、訪問  

介護貞（ホームヘルパー）があり、また少数  

であるが、はり、きゅう師、柔道整復師、栄  

養士、あん摩マッサージ師、義肢装具士まで  

幅広いことがあげられる。橋本＊3氏は介護支  

援専門員実務研修受講試験の受験資格を広く  

したことの問題点を、介護支援専門員の実際  

の業務実態から指摘している。   

介護支援専門員実務研修受講試験を受験す  

るための基礎資格が非常に広いため、もとも  

とケアマネジメント的な業務に携わった経験  

のない者が介護支援専門員の大半を占めると  

いう現状から、介護支援専門員に必要な「ケ  

アマネジメントの基本が理解できていない介  

護支援専門員が少なくない＊4」という指摘が  

されている。また、介護支援専門員の受験資  

格の広さと、介護支援専門員間の質の差につ  

いての指摘はされていても、実際には「各職  

種でケアマネジメントに関する教育がどのよ  

うに行われているか、検討されていない＊5」  

はじめに   

介護保険の導入後、生野らは介護支援専門  

貞の活動と課題について調査を開始し、ケア  

プラン作成や課題分析などの困難業務がある  

ことを明らかにしてきた。その中で、介護支  

援専門貞の属性によって差が見られることか  

ら、今回は継続研究として介護支援専門員の  

基礎資格に焦点を合わせ、彼らの活動の現状  

と問題点を検討した。   

ケアプラン作成をはじめとする介護支援サ  

ービスを担う介護支援専門員の役割は大き  

い。とりわけケアプランの作成は重要である。  

介護支援専門員は適切な課題分析をもとに、  

利用者の残存能力やサービスの利用状況など  

を評価し、利用者自身の自立やQOLの向上を  

目指す生活が営めるよう、解決すべき課題を  

的確に把握しなければならない。   

しかし、昨今「介護支援専門員の実践が十  

分できているとは言えない＊2」という調査や  

研究が見受けられるようになった。′その理由  

の一つに、介護支援専門員の基礎資格が医療  
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た。その他の職種で少数のものについて  

は除外して統計処理を一行った。   

のが現状である。   

しかし、このような状況下においても要介  

護者にケアマネジメントの役割を遂行するの  

は介護支援専門員であり、ケアマネジメント  

は利用者のQOLに直接影響を及ぼすという意  

味で重要な業務である。昨年、生野らは介護  

支援専門貞の活動の現状と課題について報告  

したが、そこでは介護支援専門員の属性の違  

いによるケアプラン作成時間や受け持ち件  

数、ケアプラン作成における課題分析など、  

いくつかの課題が残された。   

そこで今回は、前回調査の中から介護支援  

専門員の基礎資格とその教育背景に焦点をあ  

て、職種間による活動の現状や比較から今後  

の課題について明らかにする。  

Ⅲ 結果の概要  

1職種の内訳の人数   

保健・医療職が85名、福祉職が38名である。  

基礎となる職種（図1）の内訳は、保健・医  

療職では看護師が70名、准看護師が8名、理  

学療法士が3名、保健師が2名、薬剤師及び  

医師・歯科医師が各1名である。福祉職では  

介護福祉士が23名、社会福祉士と生活指導員  

が各6名、訪問介護眉が4名であった。   

2 受け持ち件数について   

一人あたりの受け持ち件数（図2）につい  

ては、保健・医療職では受け持ち件数が1件  

から10件が21．2％、11件から20件が20％であ  

る。一方の福祉職では受け持ち件数が20件か  

ら30件が21．1％、40件から50件が23．7％と、  

福祉職の方が一人あたりの受け持ち件数が多  

い。受け持ち件数への受け止め（図3）につ  

いては、保健・医療職が「普通」の32．9％、  

「やや負担」の32．9％に対し、福祉職では  

「負担」が最も多く26．3％、「普通」が21．1％  

という結果であった。   

2）適当と考える受け持ち件数について  

（図4）は、保健・医療職では35．3％、福祉  

職では36．8％が、30件が適当であると答えて  

いる。次に適当と考える受け持ち件数は、保  

健・医療職では1件から10件で23．5％であ  

る。福祉職では11件から20件が18．4％で、31  

件から40件が10．5％、41件から50件で7．9％と  

いう結果であった。ズニ乗検定で保健・医療  

職では受け持ち件数1件から10件に有意差が  

見られ、福祉職では受け持ち件数が31件から  

40件と、41件から50件に有意差が見られた。   

3 アセスメント・課題分析の状況  

1）アセスメント課題分析の状況（図5）  

は、保健・医療職の60％が「ほぼ出来ている」  

Ⅰ 調査の方法  

1調査期間：平成13年12月6日～12月19日   

生野らの調査を基にしているので、以下   

の対象者は同様である。  

2 調査対象：K市A地域で現在介護支援専   

門員として活動中の者123名。調査方法   

は調査票を事業所等に郵送して個別回収   

した。  

3 調査内容：基礎となる職種、一人あたり   

の受け持ち件数、受け持ち件数の受け止   

め、適当と考える受け持ち件数、アセス   

メント・課題分析の状況、ケアプラン作   

成技術、ケアプラン内容の説明技術、ケ   

アプラン作成時間、相談者の有無、医師   

との連携、事例検討の機会、事例検討の   

結果。  

4 調査分析：有効回答の中から社会福祉士、   

介護福祉士、訪問介護貝、生活指導員を   

福祉職とし、保健師、看護師、准看護師、   

理学療法士、医師・薬剤師を保健・医療   

職とし、2群に分けた。これらの職種の   

差異について集計結果の比較検討を行っ  
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図1 基礎となる職種  

図2 受け持ち件数  

図3 受け持ち件数への受け止め  
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と答えている。福祉職では「ほぼ出来ている」  

が36・8％と、ズニ乗検定の結果は保健・医療  

職に関して有意差が見られた。   

4 ケアプラン作成について  

1）ケアプラン作成技術（図6）では「不  

十分である」が、保健・医療職で80％、福祉  

職で68，4％であった。また、ケアプラン内容  

の説明技術（図7）についても「不十分であ  

る」が、保健・医療職で65．9％、福祉職で  

63．2％という結果であった。ケアプラン作成  

技術および説明技術については、基礎資格に  

図5 アセスメント・課題分析の状況  

よる差は見られなかった。   

2）ケアプラン作成の最短時間（図8）に  

ついてほ、保健・医療職では30分から60分未  

満が29．4％で、次に90分から120分未満の25．9  

％が続く。福祉職では30分から60分未満が  

39．5％で、次に60分から90分、90分から120  

分未満、120分から180分未満がいずれも  

13．2％という結果であった。一福祉職ではケア  

プラン作成の最短時間は60分未満に集中して  

いる。   

3）ケアプラン作成の最長時間（図9）に  

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
7
 
 

只
U
 
5
 
4
 
3
 
2
 
1
 
 

田医 療（％）  

闘福 祉（％）  

ほぼ出来ている  あまり  出来ていない  

ケアプラン作成技術  図6   

0
 
0
 
（
U
 
O
 
O
 
O
 
〈
U
 
O
 
ハ
リ
 
O
 
 

O
 
（
U
 
O
 
O
 
O
 
（
U
 
O
 
O
 
O
 
ハ
U
 
9
 
8
 
 

7
 
6
 
5
 
4
 
3
 
2
 
1
 
 

田医 療（％）  

凶福 祉（％）  

＋分あると思う  不十分と思う  

ケアプラン内容の説明技術  図7   

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
7
 
 

6
－
b
 
4
 
3
 
2
 
J
l
 
 

田医 療（％）  

園福 祉（％）  

十分あると思う  不十分と思う  

－220－   



TheJournalofKyushuUniversity ofNursingandSoeialWelfareVol．6No・1Mar，2004  

ら2時間未満が34．2％と最も多く、次に1時  

間未満が15．8％であった。ズニ乗検定の結果、  

保健・医療職では2時間から3時間、福祉職  

では1時間未満に有意差がみられた。   

5）ケアプランで相談する人の有無（図11）  

については、保健・医療職、福祉職、両方と  

も90％以上が相談する人がいると答えてい  

る。医師との連携（図12）については、「連  

携がとれている」、「指示を受けている」と答  

えた者は保健・医療職で52．9％、福祉職で  

36．8％、という結果であった。「時々連絡を  

ついては、保健・医療職では5時間から10時  

間が48．2％と最も多く、次が4時間から5時  

間の2臥2％である。福祉職では1時間から2  

時間が28．9％と最も多い。次に5時間から10  

時間が23．7％である。ズニ乗検定を行った結  

果、保健・医療職の4時間から5時間と、5  

時間から10時間に有意差が見られた。   

4）ケアプラン作成の平均時間（図10）に  

ついては、保健・医療職では2時間から3時  

間未満が27．1％、1時間から2時間未満が  

25．9％を占める。一方の福祉職では1時間か   

圃8 ケアプラン作成の最短時間  
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取っている程度」は福祉職で39．5％、保健・  

医療職で29．4％である。   

5 事例検討の機会について   

（図13）でほ、「たまにある」が保健・医  

療職で48，8％、福祉職で44．7％と最も多い。  

「月に1回程度」は保健・医療職で20．2％、  

福祉職で34．2％である。福祉職の方が保健・  

医療職より事例検討の機会がやや多いという  

結果であった。事例検討の結果（図14）につ  

いては、保健・医療職で76％、福祉職で  

82．3％がケアプランの見直しにつながったと  

答えている。  

Ⅲ 考 察  

1基礎資格別の活動状況について   

受け持ち件数については、保健・医療職で  

は件数が1件から10件と11件から20件が約半  

数を占めるが、一方の福祉職では受け持ち件  

数が20件から30件と、40件から50件が約半数  

で、明らかに福祉職の万が一人あたりの受け  

図11ケアプランで相談する人の有無  
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事例検討の結果  図14   
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持ち件数が多い。受け持ち件数の受け止めに  

ついては、保健・医療職が「普通」だと答え  

た者32．9％、「やや負担」32．9％に対し、福祉  

職では「負担」と感ずる者が26．3％と最も多か  

った。   

適当と考える受け持ち件数では、保健・医  

療職、福祉職の約三分の一が21件から30件が  

適当な受け持ち件数だと考えている。次は保  

健・医療職が1件から10件、福祉職が11件か  

ら20件である。福祉職は保健・医療職より適  

当と考える受け持ち件数が多い。ズニ乗検定  

では、保健。医療職は1件から10件、福祉職  

は31件から40件、41件から50件に有意差があ  

った。保健・医療職は少ない受け持ち件数を  

適当と考え、福祉職は多い受け持ち件数でも  

適当と考えていることがわかる。   

設問のうち、福祉職が保健・医療職より  

「困雉」と答えた度合いが高い項目は、ケア  

プランの作成にあたって「アセスメントや課  

題分析」があまりできていない44．7％、ある  

いはできていない5．3％と、できない者が半  

数を占めていることである。保健・医療職の  

60％は「ほぼ出来ている」と考えているが、  

福祉職では「ほぼ出来ている」が36．8％で、  

ズニ乗検定でも保健・医療職に関して有意差  

が見られた。   

ケアプラン作成の最短時間の結果を見る  

と、保健・医療職より福祉職が短時間で作成  

していて、30分から60分未満で作成する者が  

4剖を占めている。ケアプラン作成の最長時  

間についても保健・医療職では5時間から10  

時間が約半数を占めているのに対し、福祉職  

では1時間から2時間が約3割と短時間での  

作成が最も多い。ズニ乗検定の結果でも保  

健・医療職の4時間から5時間と、5時間か  

ら10時間に有意差があり、保健・医療職の方  

がケアプラン作成に時間をかけていることが  

明らかになった。   

このことはケアプラン作成の平均時開につ  

いてもいえる。保健・医療職では1時間から  

2時間、2時間から3時間が半数を超えるが、  

福祉職では1時間未満と1時間から2時間未  

満が半数を占め、ケアプラン作成の平均時間  

も保健・医療職の方が有意に多い。ケアプラ  

ン作成に関しては、保健・医療職の方が時間  

をかけて作成をしているが、福祉職の場合は、  

アセスメントや課題分析が「困難」であると  

いう意識があり、ケアプラン作成に時間をか  

けていないことが明らかになった。   

次に事例検討の機会については、「たまに  
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ある」が保健・医療職で4臥8％、福祉職で  

44．7％と最も多い。「月に1回程度」は保  

健。医療職が20．2％、福祉職が34．2％で、福  

祉職の方が保健・医療職より事例検討の機会  

がやや多いという結果であった。福祉職、保  

健・医療職共に事例検討の機会は多くないこ  

とがわかる。しかし、回数が少ないとはいえ、  

事例検討はケアプランの見直しにつながって  

おり、その成果はあるものと考えられる。  

2 基礎資格別の教育背景の違いについて   

福祉職の短時間でのケアプラン作成の背景  

には介護報酬単価の改定によって「ケアプラ  

ンをつくる介護支援専門員にこれまで以上に  

義務づけられる事務作業が増大頭6」し、多忙  

に拍車がかかったことが一つの要因かもしれ  

ない。しかし、ケアプラン作成時のアセスメ  

ントや課題分析が困難であると答える福祉職  

の場合は、前述したように介護支援専門員の  

基礎資格が様々であること、またその教育背景  

が異なっていることも原因として考えられる。   

そこで、介護支援専門員のうち、保健・医  

療職の看護師の教育カリキュラムと、福祉職  

のうち介護福祉士、社会福祉士、訪問介護月  

（ホームヘルパー）の教育カリキュラムにつ  

いて、（D専門基礎分野領域、⑦専門分野領域、  

（劉ケアプラン作成ヤアセスメントなどケアマ  

ネジメント領域、＠）臨地実習の領域について、  

履修時間や履修内容を示し、そこから考察す  

る。（※母性、小児等、本論と直接関係のな  

い項目については除外して記載した）   

まず注目されるのは総時間数の差である。  

細かく見てみると看護師（表1）教育は時間  

数が多い。介護福祉士（表3）、社会福祉士  

（表2）の時間数の約2倍、訪問介護貝（ホ  

ームヘルパー1級）（表4）と比較すると約  

10倍の時間をかけていることになる。看護師  

教育は、専門領域では基礎として人体や疾病  

の成り立ち、また成人、老年、在宅、精神等  

の専門的な看護、あるいは急性期、慢性期、  

緩解期、終末期など疾患の各期に応じて、個  

別的あるいは総合的な観点から充実した教育  

が行われている。   

ケアマネジメント領域においては、ケアプ  

ラン作成の基本である看護過程が基礎看護学  

※看護師・社会福祉士・介護福祉士・訪問介護貞（ホームヘルパー）教育カリキュラム  

（表1）看護師＊7 （）内は時間数  

（衷2）社会福祉士＊6  
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（表3）介護福祉士＊g  

（表4）訪問介護貝（ホームヘルパー1級）川  

や各専門領域の看護学のなかで講義、演習を  

通して行われる。臨地実習については825時  

間という多くの時間を費やし、受け持ちとな  

る患者を通してその症例を基に実際に看護計  

画を作成し、問題解決への思考プロセスを学  

ぶと同時に、学内で学んだ知識や技術の応用、  

態度形成等の教育が行われている。   

次に福祉職であるが、社会福祉士の場合、  

専門領域では社会福祉士試験科目の履修と社  

会福祉援助技術に関する講義や演習に重点が  

置かれている。ケアマネジメント領域では社  

会福祉士の現場実習が相談援助技術を中心と  

するため、ケアプランについての実習やその  

講義、演習についてはほとんど行われていな  

いというのが現状であり、ケアプランについ  

ての認識は浅いと思われる。   

山方、介護福祉士の場合、専門領域では介  

護に関する専門科目が中心であること、学内  

での講義、演習の時間数が多いこと、さらに、  

介護に関する施設実習時間が社会福祉士より  

多く、施設実習だけでなく訪問介護実習につ  

いても実施していることがあげられよう。社  

会福祉士と介護福祉士を比較してみると、社  

会福祉士教育がソーシャルワークを中心とし  

た教育で、介護福祉士はケアワークに重点を  

おいた教育である点が特徴的である。   

最後に、訪問介護貝（ホームヘルパー）に  

ついては1級の230時間の研修のみを提示し  

ている。まず、専門領域では社会福祉関連制  

度、介護、チームケアなどの講義が計糾時間  

実施されている。ケアマネジメント領域では、  

チームケアとチームワーク（20時間）の中に  

ケアマネジメントの方法が4時間設定されて  

いるだけである。   

しかも、訪問介護貞（ホームヘルパー）2  

級、3級については、研修時間が2級が130  

時間、3級だと50時間という極端に少ない研  

修時間のうえ、チームケアとチームワークは  

省略されており、ケアマネジメントの理解や  

方法を実際に習得する機会はほとんどないの  

が現状である。実習領域を見ると、1級の場  

合には痴呆性高齢者等授助困難事例対応実習  

が24時間、デイサービスセンター実習が12時  

間設定されているが、その他の施設は見学の  

みである。2級については介護実習の16時間  

が課されているだけである。   

以上、保健・医療職のうち看護師と、福祉  

職のうち社会福祉士、介護福祉士、訪問介護  
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られる。また、研修時間が極端に少ない。ケ  

アマネジメントに対する理解や方法を習得で  

きる機会がないまま実務に就くということ  

は、利用者のQOLに影響を及ぼすことは明ら  

かである。   

訪問介護貞（ホームヘルパー）を基碇資格  

とする介護支援専門員の数＊－2は介護支援専門  

員全体の11．8％も存在する。今後、介護支援  

専門員実務研修受講試験の受験資格の検討を  

含め、 訪問介護貞（ホームヘルパー）を基礎  

資格とする介護支援専門員の研修期間、内容、  

または継続研修のあり方などについて、対策  

が急がれなければならないであろう。   

ところで、平成14年の介護支援専門員の調  

査＊13では、介護福祉士、ホームヘルパー1・  

2・3級を合わせると40．5％で、これに社会  

福祉士を加えると看護職とほほ同数の約50％  

が福祉職である。介護が、「家族介護から社  

会的介護＊14」にシフトした今、対象の複雑で  

多様化するニーズに対応するには、「ケアプ  

ラン作成に主体的に関わらなければならない  

介護支援専門員の研修＊－5」は最も重要な課題  

であると考える。   

この研修の問題についてほ、すでに介護支  

援専門員実務研修受講試験合格後の研修＊16の  

時点から起きている。研修中にケアプラン作  

成をグループで行う際、介護支援専門員は各  

自が持つ基礎資格の内容を中心としたケアプ  

ランを作成しようとする傾向が見られる。例  

えば、理学療法士の場合だと、リハビリテー  

ションを中心としたケアプランの作成に偏り  

やすいという現状がある。   

また、最近ではケアプラン作成の簡素化が  

進んでいる。ケアプランの作成上最も大切な  

ことはニーズの明確化、アセスメントである。  

しかし、最近ではコンピューターソフトでニ  

ーズとプランを引き出している例も多数ある  

＊17という。このようなソフトが次々に開発さ  

貝（ホームヘルパー）の教育背景の大枠から  

比較検討を行ってきた。これまで介護支援専  

門員の基礎資格の問題は具体的には指摘され  

てこなかったが、この検討を通していくつか  

の追いや課題が明らかになったものと思う。  

3 基礎資格別の介護支援専門員の教育・研   

修のあり方   

看護師に関してはすでに専門職としての確  

立があり、看護教育の歴史は長くカリキュラ  

ムも福祉俄に比べ充実している。当然ケアヤ  

アセスメントに対する認識も十分あろう。し  

かし、福祉職はその歴史が新しいこともあっ  

て、福祉や介護に関する教育がまだ緒に就い  

たばかりという現状がある。また、社会福祉  

士はソーシャルワークが中心で、介護福祉士  

はケアーワークに重点が置かれている。昨今  

の利用者の現状やニーズを考えれば、社会福  

祉士、介護福祉士がソーシャルワーク、ケア  

ーワークの両方を習得することも検討されな  

ければならない。   

高木＊1－氏は「介護職員の教育・訓練の時間  

がきわめて少ない。（中略）また、介護福祉  

士も三年以上の実務経験があれば体系的教  

育、訓練を受けなくても受験可能である」と  

指摘するが、今後は上述した基礎資格による  

教育カリキュラムの遠いを認識したうえで、  

新たな教育や研修のあり方について考えてい  

かなければならないであろう。   

社会福祉士と介護福祉士の養成教育につい  

ては、介護保険法が実施された2000年度にカ  

リキュラムが改正され、そこで介護保険制度  

やケアマネジメントの教育内容が新たに加え  

られたばかりである。この新しいカリキュラ  

ムが浸透し、十分な教育が行われることでい  

くつかの問題は解決するものと考えられる。   

しかし、訪問介護貝（ホームヘルパー）を  

基礎資格とする介護支援専門員については問  

題が多い。まず国家資格ではないことがあげ  
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れ、安易に利用することへの問題も考えてい  

くべきであろう。   

今後、介護支援専門員に必要な教育（Education）  

のみならず、その後の継続的な研修（Tl－aining）  

のあり方についても十分に検討されなければ  

ならない。具体的に何を、いつ、どこで、期  

間等にも当然留意しておく必要があろう。ま  

た、利用者や家族の多様なこ－ズに対応する  

ためには、ダブルライセンス摘取得の必要性  

も視野に入れていくことが考えられる。  

れ以降の経験年数別の研修課題を考えている  

が、本論の考察からすれば今後は介護支援専  

門員の基礎資格となる教育（Education）の充  

実と、介護支援専門員の職種別による研修  

（Training）についても新たなシステムの構築  

が必要であると考える。   
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Abstract  
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TheactivitiesofthecaresupportspecialstaffweredividedintotheoneofjobbythetypeOf  
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